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税務訴訟資料 第２６３号－２２９（順号１２３５３） 

神戸地方裁判所 平成●●年（○○）第●●号 所得税更正処分等取消請求事件 

国側当事者・国(洲本税務署長) 

平成２５年１２月１３日一部認容・棄却・確定 

 

判 決 

当事者の表示     別紙１当事者目録記載のとおり 

 

主 文 

１ 処分行政庁が平成２２年６月２４日付けで原告甲に対してした平成２１年分所得税の更正のう

ち、総所得金額４２８９万１２１５円、納付すべき所得税額９２１万２３００円を超える部分及び

過少申告加算税賦課決定のうち１３万１０００円を超える部分をいずれも取り消す。 

２ 処分行政庁が平成２２年６月２４日付けで原告乙に対してした平成２１年分所得税の更正のう

ち、総所得金額７７１万４３０４円、納付すべき所得税額１００万６４００円を超える部分及び過

少申告加算税賦課決定のうち１万９０００円を超える部分をいずれも取り消す。 

３ 原告らのその余の請求をいずれも棄却する。 

４ 訴訟費用はこれを４分し、その１を原告らの負担とし、その余は被告の負担とする。 

 

事実及び理由 

第１ 請求 

１ 処分行政庁が平成２２年６月２４日付けでした原告甲の平成２１年分所得税の更正のうち、総

所得金額２３００万４４４５円、納付すべき税額１２５万７９００円を超える部分及び過少申告

加算税賦課決定をいずれも取り消す。 

２ 処分行政庁が平成２２年６月２４日付けでした原告乙の平成２１年分所得税の更正のうち、総

所得金額１９８万５１８５円、納付すべき税額５万４９００円を超える部分及び過少申告加算税

賦課決定をいずれも取り消す。 

第２ 事案の概要 

１ 原告らは、平成１８年、保有していた株式会社Ａ（平成１９年●月●日に株式会社Ｂに、平成

２０年●月●日に株式会社Ｃにそれぞれ商号変更した。以下「Ａ」という。）の株式が有価証券

報告書の虚偽記載の公表により暴落して、損害を被ったため、平成２１年、Ａから損害賠償金等

（以下「本件損害賠償金等」といい、これは、後述の本件損害賠償金、本件弁護士費用賠償金及

び本件遅延損害金を総称する。）、Ａの取締役であった丙から和解金（以下「丙和解金」という。）

の各支払を受けた。本件は、処分行政庁が、原告らに対し、本件損害賠償金等及び丙和解金は平

成２１年分の一時所得、雑所得に当たるとして、それぞれ更正処分及び過少申告加算税賦課決定

処分を行ったことから、原告らが、各更正処分のうち更正の請求により減額を求めた金額を上回

る部分の各取消し及び各過少申告加算税賦課決定の各取消しを求めた事案である。 

なお、丙和解金は、国税不服審判長の裁決により原告らの平成２１年分の各所得から除外され

た。 

２ 関係法令の定め 
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関係法令の定めは別紙２のとおりである（以下、「法」とは、所得税法（平成２２年３月法律

第６号による改正前のもの）、「令」とは、所得税法施行令（平成２２年３月政令第５０号による

改正前のもの。）、「旧証取法」とは、平成１８年法律第６５号による改正前の金融商品取引法を

いう。）。 

３ 前提事実（争いのない事実及び当裁判所に顕著な事実） 

(1) 当事者及びＡ株式の売買（争いなし） 

ア 原告甲は税理士業を営む者、原告乙はその事業専従者として勤務する者であるが、原告ら

は税理士業務の傍ら、営利を目的として継続的にＡ株式の取引を行っていた。原告らによる

取引状況は別表２－１及び２－２のとおりである。 

イ 原告らは、平成１８年１月１８日時点でＡ株式を保有していたが、同日、Ａが関東財務局

長に提出していた平成１６年９月期の有価証券報告書中の重要事項の部分に虚偽記載（以下

「本件虚偽記載」という。）があることが公表された（以下「本件公表」という。）ため、Ａ

株式の株価は暴落した。 

ウ 原告らは、平成１８年１月２５日及び同月２６日、同月１８日時点において保有していた

Ａ株式の全てを売却した。原告らによる売却状況は別表３－１及び３－２のとおりである。 

(2) 別件事件の経緯（争いなし） 

ア 原告らを含む多数人は、Ａらを被告とする東京地方裁判所平成● ●年（○○）第● ●号

外の損害賠償請求事件（以下「別件事件」という。）を提起し、同裁判所は、平成２１年７

月９日、Ａらに対し、原告らを含む別件事件の原告らに損害賠償金を支払うことを命じる判

決（甲３。以下「別件事件判決」という。）を言い渡した。 

イ 同裁判所は、別件事件判決において、Ａが平成１６年９月期の有価証券報告書を提出した

後に原告らが取得したＡ株式のうち平成１８年１月１８日当時原告らが保有していたもの

について、旧証取法２１条の２第２項により推定される額から、同第５項により相当な額を

減じたＡ株式１株当たりの損害額を２００円（ただし、同法１９条１項の例により算出した

額を超えない限度）と認定した上で、原告らのＡらに対する請求について、①１株当たり２

００円に平成１８年１月１８日当時原告らが保有していた株式数を乗じ、後述の丙和解金を

控除した金額（以下「本件損害賠償金」という。）、②弁護士費用のうち、相当因果関係の範

囲内にある損害として、本件損害賠償金の５％相当額（以下「本件弁護士費用賠償金」とい

う。）、③本件損害賠償金及び本件弁護士費用賠償金の合計金額に対する平成１８年５月２８

日から支払済みまで年５分の割合による遅延損害金の支払を求める限度でこれらを認容し

た。 

ウ 原告らは、別件事件判決に先立つ平成１９年１２月●日、Ａの取締役であった丙との間で

裁判上の和解を成立させ、同和解に基づき、原告甲は４３２万１０９５円、原告乙は１２４

万８２６５円の和解金を取得した（丙和解金）。 

エ 原告らは、別件事件判決後の平成２１年７月２３日、Ａとの間で、Ａが原告らに対し、別

件事件判決で認容された本件損害賠償金及び本件弁護士費用賠償金並びにこれらに対する

平成１８年５月２８日から平成２１年７月２３日まで年５分の割合による遅延損害金（以下

「本件遅延損害金」という。）を、同日限り、別件事件における原告ら訴訟代理人の指定す

る銀行口座に振り込み、両者間の紛争を解決する旨合意をした（以下「本件和解合意」とい

う。）。 
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オ 別件事件における原告ら訴訟代理人は、本件和解合意に基づいて、Ａから支払われた本件

損害賠償金等から同代理人に係る報酬金及び訴訟費用等（以下「本件弁護士費用実費」とい

う。）を控除した金額を、原告甲については平成２１年８月１０日及び１２日の２回に分け

て、原告乙については、同月７日に、各人の銀行口座にそれぞれ振り込んだ。 

カ 本件損害賠償金等及び本件弁護士費用実費の額は、別紙３のとおりである。 

(3) 課税の経緯（詳細は別表１－１及び１－２のとおりである。）（争いなし） 

ア 確定申告 

原告らは、平成２２年３月１５日付けで、処分行政庁に対して、平成２１年分の所得税の

各確定申告書（以下「本件各確定申告書」という。）を提出した。本件各確定申告書におい

て、原告らは、本件遅延損害金に係る所得を雑所得に含める一方、本件損害賠償金、本件弁

護士費用賠償金及び丙和解金については、確定申告の対象としなかった。 

イ 修正申告 

原告らは、平成２２年６月１日付けで、処分行政庁に対し、平成２１年分の所得税の各修

正申告書（以下「本件各修正申告書」という。）を提出した。本件各修正申告書において、

原告らは、翌年以降に繰り越される上場株式等に係る譲渡損失の金額を平成１８年分につい

て減額したが、納付すべき税額に異同はなかった。 

ウ 更正の請求 

原告らは、平成２２年６月９日付けで、処分行政庁に対して、それぞれ更正の請求を行っ

た。この更正の請求において、原告らは、本件遅延損害金に係る所得についても非課税所得

であるとして、同所得に係る所得金額を、本件各確定申告書における雑所得の金額から除外

した。 

エ 通知処分 

処分行政庁は、平成２２年６月２２日付けで、上記各更正の請求に対して、更正をすべき

理由がない旨の各通知処分（以下「本件各通知処分」という。）を行った。 

オ 更正処分及び加算税賦課決定処分 

処分行政庁は、平成２２年６月２４日付けで、原告らの平成２１年分所得税について、所

得税額等を更正する旨の更正処分（以下「本件各更正処分」という。）及び過少申告加算税

賦課決定処分（以下「本件各加算税賦課決定処分」という。）を行った。本件各更正処分に

おいて、処分行政庁は、本件遅延損害金に相当する金額を雑所得の金額に含め（必要経費の

金額は０円）、本件損害賠償金、本件弁護士費用賠償金及び丙和解金に相当する金額を、一

時所得に係る総収入金額として（本件弁護士費用実費を、収入を得るために支出した金額と

して、一時所得の金額の計算上、総収入金額から控除している。）認定した。また、原告ら

が本件各修正申告書において減額した翌年以降に繰り越される平成１８年分の上場株式等

に係る譲渡損失の金額については、減額前の本件各確定申告書における金額を、当該譲渡損

失の金額として認定した。 

カ 異議申立て及び異議決定 

原告らは、平成２２年８月２０日付けで、処分行政庁に対し、それぞれ異議申立てを行い、

本件各通知処分並びに本件各更正処分及び本件各加算税賦課決定処分の各取消しを求めた。 

これに対し、処分行政庁は、原告らに対し、同年１１月１６日付けで、上記各異議申立て

をそれぞれ棄却する旨の各異議決定を行った。 
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キ 審査請求及び裁決 

原告らは、上記各異議決定を不服として、平成２２年１２月１４日付けで、国税不服審判

所長に対し、それぞれ審査請求を行い、本件各通知処分並びに本件各更正処分及び本件各加

算税賦課決定処分の各取消しを求めた。 

国政不服審判所長は、平成２３年１２月２日付けで、上記各審査請求をそれぞれ棄却する

旨の各裁決を行った。 

上記各裁決において、国税不服審判所長は、丙和解金に係る所得について、その帰属年分

を平成２１年分ではなく平成１９年分であるとして原告らの平成２１年分の所得から除外

したが、本件損害賠償金等に係る所得を、いずれも、原告らの平成２１年分の課税所得に該

当するとし、その所得区分については雑所得と認定した。 

(4) 本件訴訟の提起（当裁判所に顕著） 

原告らは、平成２４年１月３１日、本件訴えを提起した。 

４ 争点 

(1) 本件損害賠償金が令３０条柱書き括弧書きが規定する「各種所得の金額の計算上必要経費

に算入される金額を補てんするための金額」に該当するか（争点１①） 

(2) 本件損害賠償金が令３０条２号括弧書きに規定する非課税所得の除外事由に該当するか

（争点１②） 

(3) 本件遅延損害金が非課税所得に該当するか（争点２） 

(4) 本件弁護士費用賠償金が非課税所得に該当するか（争点３） 

５ 争点１①に対する当事者の主張 

【被告の主張】 

(1) 基本的主張 

ア 別件事件判決は、原告らの損害につき、潜在的には、Ａ株式の「取得時点において、本来

あるべき市場株価と現実の市場株価（取得株価）の差額（取得時差額）相当の損害を被った

ということができる」と認定するから、本件損害賠償金は、原告らが平成１８年１月１８日

時点で保有していたＡ株式に係る取得費を補てんするものといえる。 

原告らはＡ株式につき営利を目的として継続的に売買を行っていたから、その譲渡から生

じる所得は譲渡所得に該当せず、雑所得以外のいずれの所得にも該当しないから、雑所得に

該当する。 

そして、Ａ株式の取得費は、雑所得の金額の計算上、「総収入金額に係る売上原価その他

当該総収入金額を得るため直接に要した費用の額」（法３７条１項）として必要経費に算入

されるものであり、実際にも、原告らは、平成１８年分の所得税の確定申告において、Ａ株

式に係る取得費を、平成１８年分の株式の譲渡に係る必要経費に計上し、平成１８年分のＡ

株式に係る譲渡収入から控除している。 

したがって、本件損害賠償金は、令３０条柱書き括弧書きにいう「各種所得の金額の計算

上必要経費に算入される金額を補てんするための金額」に該当する。 

イ なお、最高裁平成２４年３月１３日第三小法廷判決・民集６６巻５号１９５７頁（以下「Ａ

最高裁判決」という。）は、旧証取法２１条の２第１項及び第２項にいう「損害」とは、一

般不法行為の規定に基づきその賠償を請求することができる損害と同様に、虚偽記載等と相

当因果関係のある損害を全て含むと解するとして、取得時差額損害以外の損害が含まれ得る
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ことを判示するにすぎないから、個別の事件で被害者が賠償を受ける損害内容が前記の取得

時差額であっても問題はなく、旧証取法２１条の２についてＡ最高裁判決の立場を採用した

場合における損害賠償金の実質的性質が変わるわけでもない。また、同条２項を適用するか

どうかは損害の立証あるいは算定の問題であるから、その適用いかんによって損害賠償金の

実質的性質が異なるとは考え難く、同項の規定によらずに損害賠償請求権が認められた場合

の損害賠償金も、取得費を補てんする性質を有する。 

(2) 原告らの主張に対する反論 

ア 取得費を補てんするものではないとの主張について 

原告らは、譲渡所得の金額を「売買差損」（株式の取得費と譲渡による収入金額との差額）

と通常の取引によって生じた「譲渡損失」に区分して独自の理論を展開して、本件損害賠償

金は売買差損を補てんするものであると主張する。しかし、所得税法上、売買差損について

定めた規定は存在しない。そもそも、原告らの主張する売買差損は、詰まるところ、譲渡損

失とイコールであり、Ａ株式取得時点における本来あるべき市場株価と現実の市場株価の差

額相当の損害額は、所得税法上、原告らがＡ株式を譲渡した時点では、当該株式の売却価格

から差し引かれる取得価格に潜在的に含まれており、株式の譲渡に係る譲渡所得等の計算上、

譲渡損失の一部として現れるにすぎないから、原告らの上記主張には理由がない。 

また、原告らは過大に出捐させられた生活用資産である金銭が損害であるとも主張するが、

原告らがＡ株式を取得した際、その取得に係る金銭は証券会社との間で決裁されたところ、

別件事件判決が認定するとおり、証券会社との取引には何ら瑕疵がないから、証券会社に対

し本来支払う必要のない金銭を支払ったこと自体が損害となるわけではなく、Ａ株式の取得

費に本件虚偽記載がなければ本来あるべき市場価格で取得できたという要因が内包されて

いるにすぎない。加えて、原告らは、Ａ株式について、営利を目的として継続的に売買を行

っていたものであるから、原告らが保有していたＡ株式は業務の用に供される資産であった

ということができる。したがって、本件損害賠償金の対象が生活用資産である金銭とはいえ

ない。 

イ 令３０条柱書き括弧書きの趣旨に照らして、本件損害賠償金は同括弧書きに当たらないと

の主張について 

原告らは、令３０条柱書き括弧書きの適用があるのは、必要経費として控除された金額が

税額を減額させる効果（以下「税効果」という。）を有する場合に限られるとした上で、本

件損害賠償金を必要経費に算入しても税効果が生じないから、本件損害賠償金は同括弧書き

に当たらないと主張する。 

しかし、令３０条柱書き括弧書きの趣旨は、必要経費に算入される金額が補てんされた場

合、当該金額は必要経費として収入金額から控除され、課税の対象にはならない上に、当該

金額を補てんする損害賠償金まで非課税になれば、所得計算上、二重に控除されることにな

るから、これを防ぐことにある。本件において、原告らは、平成１８年１月２５日及び２６

日に、同月１８日時点で保有していた株式の全てを譲渡したことにより、譲渡に係る取得費

は、平成１８年分の株式に係る譲渡収入から必要経費として控除され、本件損害賠償金はそ

の取得費を補てんするために支払われているから、本件損害賠償金については、上記の二重

控除が正に問題となる。 

また、租税特別措置法３７条の１２の２（平成２０年法律第２３号による改正前のもの。



6 

以下同じ。）第６項は、ある年に上場株式等による譲渡損失の金額が生じた場合、その年の

翌年以後３年以内の各年分の株式等に係る譲渡所得の金額から上記株式等の譲渡による譲

渡損失の金額の繰越控除することを認めているところ、上記繰越期間の内に税効果が生じた

かどうかをもって課税・非課税が判断されることとなれば、当該年分の所得税の金額が確定

しないこととなる。このような事態は、所得税の納付すべき税額が確定するときは暦年の終

了の時と定めた国税通則法１５条、さらに収入金額の計上時期を定めた所得税法３６条の規

定に反し、到底認められない。 

さらに、令３０条柱書き括弧書きを税効果がある場合に限り適用されるものと解すると、

同一の文言について、個々の納税者における所得金額の個別発生状況に応じて法律解釈を異

にすることにほかならず、課税の公平性、予見可能性を確保する観点からも相当でない。 

したがって、令３０条柱書き括弧書きは、税効果があるか否かによって、その適否が左右

されるものではない。 

(3) 平成１８年分の申告との関係について 

原告らは、本件損害賠償金が、Ａ株式の取得費を補てんするものであるとするならば、実際

にＡ株式の取得に要した金額から本件損害賠償金を控除して（以下、これを「両落ち」という。）、

修正申告又は更正処分により、平成１８年分の所得計算を是正すべきであると主張するが、損

害賠償金について「両落ち」に係る法令上の根拠はなく、飽くまでも必要経費として申告され

た以上これを否認する根拠はないから、両落ちによる処理は不可能である。 

また、両落ちによる処理、つまり実際に必要経費として申告された取得費を事後になって否

認しようとするとき、次のような不都合が生じる。すなわち、株式等の譲渡による譲渡所得等

の計算上、譲渡収入から損害を含んだ取得費を控除した年分において、仮に、損害額を除く取

得費を上回る譲渡収入があった場合、上記損害額を除く取得費を上回る譲渡収入は、損害額の

一部に対応する取得費により譲渡収入が減算され、かつ、その余の損害額は、譲渡損失として

翌年以後３年間繰り越されることになる。そうすると、その後において、当該損害額の一部を

補てんするための損害賠償金を受け取った場合には、当該損害賠償金は、譲渡収入を減算させ

た損害額を補てんするものであるのか、翌年以降に繰り越された損害額を補てんするものであ

るのかが判断できないことになる。 

そもそも、法は収入金額の計上時期について権利確定主義を採用しているところ、本件損害

賠償金の課税年分は平成２１年分であるから、本件損害賠償金について、平成１８年の所得計

算是正で対処するのが相当とする原告の主張は失当である。 

さらに、原告らは、「所得の計算上必要経費に算入される金額」とは、所得計算において国

税に関する法律の規定に従って必要経費に算入されるべき金額をいい、誤って必要経費に算入

した金額を含まないと主張するが、法３７条は、その年分の必要経費に算入できる費用は、原

則としてその年において債務の確定しているものに限るという債務確定主義を採っており、必

要経費に算入すべき金額について違法又は不当な支出であっても収入を得るために必要な支

出であれば必要経費として控除できるものとされている。原告らがＡ株式の取得に要した費用

は、その取得時点で債務が確定しており、平成１８年分の株式等の譲渡による所得金額の計算

上、原告らが間違えて取得費を過大計上したものではないから、修正申告により是正すること

はできない。 

原告らが主張する両落ちのような対応ができないことは、その根拠規定がないから、常識に
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反する結果が生じるとしても、現行法上の解釈論では救済されない、いわばやむを得ない結果

として評価せざるを得ない。 

(4) 先物取引に係る裁判例との比較 

原告らは、商品先物取引に関し、不法行為に基づく損害賠償金として支払われた和解金が非

課税所得であると判示した２件の高等裁判所の判決（福岡高等裁判所平成２２年１０月１２日

判決（平成●●年（○○）第●●号所得税更正処分等取消請求控訴事件、同附帯控訴事件）及

び名古屋高等裁判所平成２２年６月２４日判決（平成●●年（○○）第●●号所得税更正処分

取消等請求控訴事件。）。以下、それぞれ、「福岡高裁平成２２年判決」及び「名古屋高裁平成

２２年判決」という。）からみても、本件損害賠償金は非課税所得に該当すると主張するが、

本件はこれらの判決とは事案を異にする。 

ア 福岡高裁平成２２年判決について 

福岡高裁平成２２年判決は、同事件における損害賠償金の実質について、全体として正常

な取引を大きく逸脱した勧誘行為により被害者の金銭等の資産に加えられた実損害を補て

んするもの、すなわち先物取引から生じた損失の金額を賠償するものと認定している。しか

し、同判決における損害賠償金は、先物取引に係る必要経費を控除した後の金額を賠償する

金員であり、当該損失の金額に相当する金額自体、各種所得の計算上必要経費として控除さ

れることはあり得ないため、同損害賠償金について令３０条柱書き括弧書きの適用が否定さ

れた。 

これに対し、本件損害賠償金は、先物取引全体から生じた損失の金額を基に算定された同

判決における損害賠償金とは異なり、Ａ株式の売却による収入金額とその取得費との差額で

ある取引全体の損失の金額を基に算定されているわけではなく、同株式に係る取得費の妥当

性のみを基に、その金額が算定されている。また、本件損害賠償金は、福岡高裁平成２２年

判決における損害賠償金と異なり、売買から生じた損失を補てんするものではなく、取得費、

すなわち、必要経費を補てんするための金額である。 

さらに、同判決は正常な取引を大きく逸脱した勧誘行為による取引が行われた事案である

のに対し、本件において原告らが行ったＡ株式の取引行為自体には瑕疵が認められない事案

であって、この点においても同判決とは事案が異なる。 

イ 名古屋高裁平成２２年判決について 

名古屋高裁平成２２年判決は、違法に委託手数料の支払をさせるなどしたこと自体が被害

者に損害を発生させる不法行為であり、和解金はそのような不法行為によって被害者が被っ

た損害に対する原状回復のための損害賠償金の一部であって、被害者が支払わされた多額の

委託手数料等は、その取得のみを目的とする取引業者の違法な行為による損害そのものであ

り、売買差益を得るための必要経費などではないことを理由に、その損害を補てんする損害

賠償金に令３０条柱書き括弧書きの適用はないとした。 

これに対し、本件では、別件事件判決において、Ａ株式の取得費を支払わせたこと自体が

原告らに損害を発生させる不法行為と評価されたわけではなく、取引自体には瑕疵がないと

認められたから、同判決とは事案が異なる。 

【原告らの主張】 

(1) 基本的主張 

ア Ａ株式の売買により生じた損失（売買差損）の金額には、通常の取引によって生じた譲渡
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損失の金額と虚偽記載という不法行為によって生じた損害の両方が含まれるところ、本件損

害賠償金は後者を補てんするものであって、前者を補てんするものではない。すなわち、過

大に出捐させられた金銭こそが損害であるから、本件損害賠償金は、譲渡所得を得るための

必要経費である取得費を補てんするものではなく、虚偽記載という不法行為がなければ原告

らが支出しなくて済んだ金額を補てんするものであり、原告らの生活用資産である金銭に加

えられた実損害を補てんするものであって、必要経費の概念を入れる余地がない。 

したがって、本件損害賠償金は、令３０条柱書き括弧書きにいう「各種所得の金額の計算

上必要経費に算入される金額を補てんするための金額」に該当しない。 

イ そもそも、所得税は、利得の発生を捉えて担税力があるとして課されるもので、損害の回

復に当たるものは純資産のマイナスをゼロにするだけで、担税力を増加させるものでないこ

とから非課税とされるのである。本件損害賠償金は、虚偽記載という不法行為がなければ支

出しなかった金銭を補てん・回復させるものであって、何ら原告らに利得を発生させるもの

でないから、本件損害賠償金に課税することは、利得のないところに課税するものであって、

所得税の根幹に抵触し、許されない。 

(2) 被告の主張に対する反論 

ア 被告は、別件事件判決がいわゆる取得時差額説の立場を採ることを理由に本件損害賠償金

の実質が取得費を補てんするものであると主張する。しかし、別件事件判決で示された取得

時差額の考え方は損害賠償金額の算定に関するものにすぎず、むしろ、原告らの主張の方が、

虚偽記載が明らかになりＡ株式の市場価額が下落した時点で原告らが被った損害が顕在化

したとする別件事件判決に沿うものである。 

また、被告は、原告らが、Ａ株式の取得費を平成１８年分の所得の計算上必要経費に算入

したことを根拠にして、本件損害賠償金が金銭という生活用資産に加えられた損害であるこ

とを否認するが、原告らは、申告時に損害金額が認識できなかったためにそのように申告せ

ざるを得なかったにすぎず、本件損害賠償金に相当する金額は本来取得費の一部ではなく、

必要経費には算入されない金額である。 

イ 被告は、本件損害賠償金は取得費として平成１８年分の株式に係る譲渡収入から控除され

ているから、二重の控除を防ぐという令３０条柱書き括弧書きの趣旨が本件損害賠償金にも

妥当すると主張する。しかし、収入を非課税とすることが二重の控除に当たる場合とは、税

効果がある場合に限られ、収入を必要経費に算入しても税額を減額させる効果が生じない場

合には、収入を非課税とすることに何ら問題はなく、令３０条柱書き括弧書きの趣旨は当た

らないから、同括弧書きは適用されないと解すべきである。本件では、平成１８年における

原告らの所得金額は、所得計算上、本件損害賠償金を大きく上回る赤字であって、本件損害

賠償金を必要経費に算入しても所得額が赤字であることに変わりはなく、税額は０円である

上、租税特別措置法３７条の１０（平成１９年法律第６号による改正前のもの。以下同じ。）

に基づく分離課税がされており、税効果が生じないことが明らかである。したがって、本件

損害賠償金には令３０条柱書き括弧書きが適用されない。 

被告は、上記のように解すると、当該年分の所得税が確定しないと主張するが、本件は、

平成２１年分の所得税の申告の時点で、損失繰越が認められる期間（平成１９年から同２１

年）を通じても税効果がないことが確定していた事案であるから、本件においては失当の主

張である。また、損害賠償金を取得した日の属する年の確定申告時には、その年の株式譲渡
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所得や配当所得の有無・金額が全て判明している上、当然のことながら必要経費控除した年

の繰越損失の金額も判明しているのであるから、非課税部分を特定できないはずがない。 

(3) 平成１８年分の申告との関係について（法５１条４項により「両落ち」で処理するのが相

当であること） 

ア 本件損害賠償金が、Ａ株式の取得費を補てんするものであるとするならば、原告らが平成

１８年分のＡ株式の譲渡に係る所得金額を計算するに際して、取得費として計上した額のう

ち、虚偽記載によって支出を強いられた損害が含まれることが後に判明したこととなる。そ

して、被告の主張によれば、Ａ株式は、法５１条４項の「雑所得を生ずべき業務の用に供さ

れ又はこれらの所得の基因となる資産」に当たるから、本件損害賠償金は、同項の「損失の

金額」となり、本件損害賠償金によって「補てんされる部分の金額」は必要経費から除かれ

る。そうだとすれば、実際にＡ株式の取得に要した金額から本件損害賠償金を控除して、修

正申告又は更正処分により、平成１８年分の所得計算を是正することで、本件損害賠償金が

必要経費に算入される金額を補てんするための金額（令３０条柱書き括弧書き）にならず、

本件損害賠償金は非課税となるわけであり、実際、原告らは修正申告を行った。 

仮に平成１８年に本件損害賠償金を取得したのであれば、その金額を取得費から控除する

こととなるところ、偶々、本件損害賠償金を取得したのが平成２１年であったというだけで、

同年の課税所得に当たるというのは明らかに不合理である。 

イ 国税通則法２３条、２４条が、納税申告書に記載された計算が国税に関する法律の規定に

従っていなかったとき等に、更正又は更正の請求を認めていることに照らすと、令３０条柱

書き括弧書きにいう「所得の計算上必要経費に算入される金額」とは、所得計算において国

税に関する法律の規定に従って必要経費に算入されるべき金額をいい、誤って必要経費に算

入した金額を含まないと解されるところ、本件において、原告らはＡ株式の取得のためと思

って支出したものが不法行為によって過大な支出を強いられたのであるから、必要経費には

本来該当しないものが必要経費として過大に計上されただけである。被告は、取得費を事後

になって否認するのは不都合が生じるとも主張するが、修正を要する年分の翌年分以降の申

告所得金額も合わせて修正することで対処することとなるから、何ら不都合は生じない。 

また、被告は、本件損害賠償金の課税年分が平成２１年分であることを理由に両落ちによ

る処理を否定するが、両落ちは法５１条４項に基づく当然の処理であって、権利確定主義に

よって左右される問題ではない。この点、被告は違法又は不法な支出であっても必要経費と

して控除できるとされる旨主張するが、本件において原告らは何ら違法又は不当な支出をし

ていないから、被告の主張は当を得ない。 

(4) 先物取引に係る裁判例との比較 

被告は、本件と福岡高裁平成２２年判決及び名古屋高裁平成２２年判決とは事案が異なると

主張する。 

ア 福岡高裁平成２２年判決について 

しかし、福岡高裁平成２２年判決は、和解金のうち損害賠償金に相当する部分は、手数料

等の実費を含む売買差損等によって実損害を補てんする損害賠償金であるとして、令３０条

柱書き括弧書きの適用を否定した。本件損害賠償金は、手数料等の実費損害を含まないもの

の、Ａ株式の売買差損を補てんする点で同判決における損害賠償金と異ならない。 

同判決における事案でも、先物取引行為が無効とされたわけではないし、取引による結果
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を覆滅して投資金額の全額が損害賠償の金額とされたわけでもない。結局のところ、不法行

為による損害を補てんするための損害賠償金について論じた同判決と本件とは、事案を同じ

くするものである。 

イ 名古屋高裁平成２２年判決について 

名古屋高裁平成２２年判決は、違法に委託手数料の支払をさせるなどしたこと自体が不法

行為であり、和解金はそのような不法行為によって被害者が被った損失に対する原状回復の

ための損害賠償金の一部であるとして、令３０条柱書き括弧書きの適用を否定したところ、

本件損害賠償金もＡの不法行為によって原告らが被った損害に対する原状回復のための損

害賠償金である。また、同判決は、同括弧書きの適用があり得る場合としては、和解金の中

に被害者が得られるはずであった利益の補償など純資産の増加を伴う趣旨のものが一部で

も含まれているような場合であるとするが、本件損害賠償金の中に、原告らが得られるはず

であった利益の補償など純資産の増加を伴う趣旨のものは含まれていない。したがって、本

件においても同括弧書きの適用はない。 

同判決の事案においても、取引自体が違法でなかったこと、不法行為による損害に対する

賠償金が問題となったことは、本件と同じである。同判決は、取引行為に瑕疵があるなどと

は判示していないから、別件事件判決が取引行為に瑕疵がない旨判示したことをもって、本

件と名古屋高裁平成２２年判決における事案とを区別することはできない。 

６ 争点１②に対する当事者の主張 

【被告の主張】 

(1) 令９４条１項柱書き該当性について 

仮に本件損害賠償金の実質が必要経費を補てんするものでなく、Ａ株式の売買により生じた

損失の金額を補てんするものであるとしても、前記５【被告の主張】(1)イのとおり、Ａ株式

の譲渡から生じる所得は雑所得であり、同株式は雑所得を生ずべき業務に係る資産といえるた

め、Ａ株式は棚卸資産（商品）（令３条１号）に準ずる資産（令８１条１号）に該当し、本件

損害賠償金は、同資産が損害を受けたことにより取得した損害賠償金と認められる。このとお

り、Ａ株式が「商品」（令３条１号）に準ずる資産であり、「令３条各号に掲げる資産に準ずる

資産」（令８１条１号）に当たることについては、法２条１項１６号における棚卸資産の定義

上、有価証券が除外されていることから疑問がないわけではないが、同号に規定する棚卸資産

と、実定法上に定義規定のない「たな卸資産に準ずる資産」とは資産の範囲を異にすると考え

られること（このことは、令８１条２号において、減価償却資産で１３８条の規定に該当する

もの、同条３号において、減価償却資産で１３９条１項の規定の適用を受けたものと規定され

ており、減価償却資産についてもたな卸資産に準ずる資産として取り扱われていることから、

明らかである。）、法２条１項１６号における棚卸資産は事業所得以外の所得については用いる

ことのできない概念であることからすれば、法が棚卸資産から有価証券を除外していることは

Ａ株式が令８１条各号に掲げる資産に該当しないことの理由にはならない。 

そうすると、本件損害賠償金は、正に同資産を売却した場合の収入に代わって得られるもの

であり、「収入金額に代わる性質を有するもの」（令９４条１項柱書き）に当たる。 

(2) 令９４条１項１号該当性について 

上記のとおり、Ａ株式は、令３条１号が規定する「商品」に準ずる資産（令８１条１号）に

該当するから、令９４条１項１号が規定する「８１条各号（譲渡所得の基因とされないたな卸
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資産に準ずる資産）に掲げる資産」となる。 

なお、原告らは、「損失」を生じる原因は物の損壊や権利侵害により受けるものに限る旨主

張するが、そのように解すべき条文上の根拠はない。 

(3) したがって、仮に本件損害賠償金の実質がＡ株式の売買により生じた損失の金額を補てん

するものであるとしても、令９４条１項の適用があるから、令３０条２号括弧書きに規定する

非課税所得の除外事由に当たる。 

【原告らの主張】 

(1) 令９４条１項柱書き該当性について 

法２条１項１６号は棚卸資産から有価証券を除外した上で、その定義の細則的事項について

令に委任し、令３条が棚卸資産の範囲を規定しているところ、令８１条に規定されたたな卸資

産に準ずる資産に有価証券を含めることは、明らかに法の委任の範囲を逸脱する解釈である。 

本件損害賠償金は、譲渡損失の金額を補てんするものではなく、売買差損の金額のうち損害

金額を補てんするものであるところ、これが「その業務の遂行により生ずべきこれらの所得に

係る収入金額に代わる性質を有するもの」（令９４条１項柱書き）に該当しないことは明らか

である。 

(2) 令９４条１項１号該当性について 

令９４条１項１号が予定している「損失」を生じる原因は、棚卸資産や山林といった有形資

産、工業所有権等の無形資産が限定列挙されているとおり、物の損壊や権利侵害などであると

ころ、Ａによる虚偽記載によってＡ株式が損傷されたわけでも権利侵害されたわけでもないか

ら、本件損害賠償金は同号にいう「損失を受けたことにより取得する損害賠償金」に当たらな

い。 

(3) したがって、本件損害賠償金は、令９４条１項に該当しないから、令３０条２号括弧書き

に規定する非課税所得の除外事由に当たらない 

なお、被告の主張を前提としても、租税特別措置法３７条の１０が規定する本件損害賠償金

は株式等の譲渡に係る所得になるはずであって、租税特別措置法３７条の１２の２第６項に基

づき繰越損失の金額を控除できるから、所得金額が生じないことは明白である。 

７ 争点２に対する当事者の主張 

【被告の主張】 

本件遅延損害金は、債務の履行遅滞による損害賠償金であり、得べかりし利益に対する収益補

償金であることから、法９条１項１６号が規定する「心身に加えられた損害又は突発的な事故に

より資産に加えられた損害に基因して取得するもの」に該当しない。不法行為による損害賠償金

と、単なる貸付金の場合とで、遅延損害金の性質が左右される合理的な理由はない。 

したがって、本件遅延損害金は非課税所得に該当しない。 

【原告らの主張】 

本件遅延損害金もＡによる不法行為により原告らが被った損害であり、不法行為による損害賠

償金に対する遅延損害金と貸付金等運用が予定された金銭債権に対する遅延利息とは、全く異質

のものである。すなわち、不法行為による損害賠償金の支払の遅滞は、運用益を生むものではな

く、それ自体新たな不法行為として、新たな損害を発生させ続けるものである。 

交通事故の被害者が損害賠償金に加えて遅延損害金を得た場合に、遅延損害金に対して所得税

が課税された実務例などない。 



12 

８ 争点３に対する当事者の主張 

【被告の主張】 

(1) 本件弁護士費用賠償金は、原告らが別件事件において要した弁護士費用を補てんするもの

である。本件損害賠償金は雑所得に該当するところ、雑所得の金額の計算上総収入金額に算入

されることからすれば、別件事件判決を得るために原告らが支払った弁護士費用は、「総収入

金額を得るため直接に要した費用の額」（法３７条１項）として、雑所得の金額の計算上必要

経費に算入される。したがって、本件弁護士費用賠償金は、令３０条柱書き括弧書きに該当す

ることとなり、非課税所得に該当しない。 

(2) 原告は、本件損害賠償金が非課税所得であり、本件遅延損害金が課税所得である場合にお

いても、本件弁護士費用賠償金が必要経費に当たらないと主張する。しかし、本件弁護士費用

実費のうち本件遅延損害金に対応する部分は、本件遅延損害金を得るために要した費用である

といえるのであって、本件遅延損害金が弁護士費用をかけずに得られた収入であるとはいえな

いし、弁護士の役務提供と因果関係や対価関係がないともいえない。したがって、上記のよう

な場合、本件弁護士費用実費のうち本件遅延損害金に対応する部分については雑所得の計算上

必要経費に算入されるから、本件弁護士費用賠償金のうち本件遅延損害金に対応する部分は、

令３０条柱書き括弧書きに基づき、当該部分は非課税所得に該当しない。 

【原告らの主張】 

(1) 本件損害賠償金及び本件遅延損害金は、被告の主張する雑所得ではなく、損害賠償金とし

て非課税所得であるから、そもそも必要経費を観念し得ない。したがって、本件弁護士費用賠

償金は、令３０条柱書き括弧書きに該当しない。そもそも、原告らは、本件弁護士費用賠償金

を得たところで何ら損害額を超える利得を得たわけではない。 

(2) 本件損害賠償金が非課税所得であり、本件遅延損害金が課税所得である場合においても、

不法行為に基づく損害賠償に対する遅延損害金は、法定利率によって定められており、時の経

過により発生するものであって、弁護士の役務提供とは因果関係も対価性もないから、遅延損

害金を取得するために弁護士費用が必要になることはあり得ず、遅延損害金に対する必要経費

など存在しない。したがって、本件遅延損害金が課税所得と認められた場合であっても、本件

弁護士費用賠償金はその全てが令３０条柱書き括弧書きに該当しない。 

第３ 当裁判所の判断 

１ 争点１①について 

(1) 本件損害賠償金が補てんする損害の性質及び発生時期について 

ア 本件損害賠償金が、別件事件判決において認容された本件損害賠償金を本件和解合意によ

って支払うこととしたものであり、別件事件判決が、旧証取法２１条の２第２項により推定

される額から同第５項により相当な額を減じることによりその損害額を算定したことは、前

記前提事実(2)イ及びエのとおりである。 

イ ところで、旧証取法２１条の２は、有価証券報告書の虚偽記載によって損害を被った投資

者の保護の見地から、一般不法行為の規定の特則として、その立証責任を緩和した規定であ

って、同条所定の損害賠償債務は一般不法行為に基づく損害賠償債務の性質を有し、同条に

いう損害には虚偽記載と相当因果関係のある損害全てが含まれる（Ａ最高裁判決）。 

もっとも、同法２１条の２第２項は、虚偽記載の事実の公表がされた日（公表日）の前後

各１月間の当該有価証券の平均額の差額をもって損害額を推定することができるものとし
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ているところ、このように公表日をもって損害額の推定基準時としているのは、その公表に

よって、当該有価証券に対する取引所市場の評価の誤りが明らかになることが通常期待でき

るという趣旨によるものと解される。また、同第３項にいう「虚偽記載等に係る記載すべき

重要な事項」について多数の者の知り得る状態に置く措置がとられたというためには、虚偽

記載のある有価証券報告書等の提出者等を発行者とする有価証券に対する取引所市場の評

価の誤りを明らかにするに足りる基本的事実について措置がとられれば足りると解される。

（以上につき、Ａ最高裁判決参照） 

これらのことからすると、同条は、虚偽記載と相当因果関係のある全ての損害を賠償の対

象とするものであるが、同第２項が推定する損害には、虚偽記載による取引所市場の評価の

誤りに基づく損害が含まれることは明らかである。そして、同第２項及び３項の上記趣旨か

らすると、旧証取法は、この虚偽記載による取引所市場の評価の誤りに基づく損害が、当該

虚偽記載等の公表により、取引所市場の評価の誤りが明らかになり、当該有価証券の市場価

額が下落したときに、当該有価証券の譲渡等の処分を待たずして、その下落部分の中に現実

に発生するとの理解に立つものと解される。このことは、旧証取法２１条の２に基づく損害

賠償の要件として当該有価証券の譲渡が必要とされておらず、むしろ、同第１項において限

度額を画することになる同法１９条１項が、１号において譲渡前の損害賠償を予定している

ことからも明らかである。 

ウ これを本件損害賠償金についてみると、別件事件判決は、旧証取法２１条の２第２項に基

づいて、Ａ株式に係る本件公表の日の前後各１月間の平均額の差額を５８５円と算定し（甲

３・別件事件判決第３の６(2)ア・１４９頁）、同項の趣旨につき、「『虚偽記載等の事実の公

表』がされた場合には、その虚偽記載等の市場価額への影響が排除されて虚偽記載等がなか

ったと仮定した場合の本来あるべき価額に回復すると考え、公表日前後１月間の平均額の差

額（下落額）を、有価証券取得時における取得価額と虚偽記載等がなかったと仮定した場合

の取得時の想定価額（本来あるべき価額）の差額と推定する趣旨の規定」と解し、そうだと

すると、同第４項、５項にいう「虚偽記載等によって生ずべき当該有価証券の値下がり以外

の事情」とは、「虚偽記載等の事実の公表、すなわち、真実情報（本来記載すべき重要な事

項又は誤解を生じさせないために必要な重要な事実）の公表が当該有価証券の市場価額に反

映したことに伴う値下がり以外の事情による値下がり」をいう（同イ(ア)・１５０頁）とし

た上で、同第４項の証明を否定して（同(イ)及び(ウ)・１５１～１５５頁）、同第５項によ

り、本件虚偽記載以外の事情により生じた株価の値下がり（損害）を約３分の２の３８５円

として控除し、１株当たり２００円という損害額を算定したこと（同(エ)・１５５～１５６

頁）が認められる。 

これによれば、別件事件判決は、Ａ株式の取得時における取得価額と本件虚偽記載がなか

ったと仮定した場合のＡ株式の取得時の想定価額（本来あるべき価額）の差額、すなわち、

取得時差額に相当する損害として、上記損害額を算定したものと解される。このような損害

は、正に、虚偽記載による取引所市場の評価の誤りに基づく損害として、旧証取法２１条の

２が賠償の対象とする損害に含まれるものと解される。また、その取得時差額に相当する損

害は、その性質上、Ａ株式の譲渡を待つまでもなく、本件公表によりＡ株式の市場価額が暴

落したときに、その下落部分の中に現実の損害として発生するものと解される。すなわち、

取得時差額に相当する部分は、虚偽記載による取引所市場の評価の誤りに基づく損害として、
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本件公表によりＡ株式の市場価額が暴落したときに現実の損害に転化し、原告らがその譲渡

による収入金額を得る以前において、その後の譲渡とは無関係に、Ａ株式の価値として失わ

れるものであると解される。 

そして、本件和解合意は、別件事件判決が認容した本件損害賠償金を支払うこととしたも

のであるから、これにより支払われた本件損害賠償金は、上記のような取得時差額に相当す

る損害を補てんする趣旨のものと認めるのが相当である。 

エ 本件損害賠償金が補てんする損害について、原告は、Ａ株式の売買により生じた損失（原

告によれば、売買差損）の中に、通常の取引によって生じた譲渡損失の金額と、虚偽記載と

いう不法行為によって生じた損害の両方が含まれており、本件損害賠償金は後者を補てんす

るものであると主張するところ、その主張は、上記イ及びウと同趣旨であれば理由がある。

これに対して、被告は、所得税法には売買差損について定めた規定がないと主張するが、こ

こで検討しているのは、本件損害賠償金が補てんする損害の私法上の性質とその発生時期で

あり、所得税法の規定の有無によって、その性質や発生時期が左右されるものではない。 

(2) 令３０条柱書き括弧書き該当性について 

上記(1)を前提に、本件損害賠償金が令３０条柱書き括弧書きに該当するか否かについて検

討する。 

ア 非課税所得該当性について 

令３０条柱書き括弧書きは、同条所定の非課税所得に例外的に課税をする趣旨の規定であ

るところ、法９条１項１６号が、損害賠償金で突発的な事故により資産に加えられた損害に

起因して取得するものその他の政令で定めるものを非課税とし、これを受けた令３０条２号

が、不法行為その他突発的な事故により資産に加えられた損害につき支払を受ける損害賠償

金（令９４条の規定に該当するものを除く。）について、非課税と定めているのは、上記の

ような損害賠償金は、納税者が被った損害を回復させるものにすぎず、納税者に担税力のあ

る利得をもたらすものではないことに基づくものと解される。 

前記前提事実(1)及び前記(1)イ及びウで認定、説示したところによれば、原告らは、本件

虚偽記載という不法行為に起因する取引所市場の評価の誤りに基づいて、Ａ株式の取得時に、

本件虚偽記載がなかったならば支払う必要のなかった取得時差額を支払っており、これによ

る損害が、本件公表によりＡ株式の市場価額が暴落したときに、その下落部分の中に現実の

損害として発生したことになる。そして、原告らは、本件損害賠償金により、その補てんを

受けたものであって、本件損害賠償金は、Ａ株式の価値が失われることによって原告らが被

った損害を回復させたものにすぎず、原告らに担税力のある利得をもたらすものではないか

ら、本件損害賠償金については、正に、所得税法９条１項１６号及び令３０条が損害賠償金

を非課税所得とした趣旨が当てはまるものというべきである。 

イ 令３０条柱書き括弧書き該当性について 

(ア) もっとも、令３０条柱書き括弧書きは、「これらのものの額のうちに同号の損害を受

けた者の各種所得の金額の計算上必要経費に算入される金額を補てんするための金額が

含まれている場合」には、「当該金額を控除した金額に相当する部分」を非課税所得から

除外することとしている。そして、被告は、本件損害賠償金について、「取得時点におい

て、本来あるべき市場株価と現実の市場株価（取得株価）の差額（取得時差額）相当の損

害」を補てんするものと主張し、これが取得時差額に相当する損害を補てんするとの前提
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に立ちつつ、それがＡ株式の「取得費」を補てんするものであり、当該「取得費」が、Ａ

株式の譲渡による原告らの雑所得の金額の計算上、必要経費に算入されることを根拠とし

て、本件損害賠償金は、令３０条柱書き括弧書きに該当すると主張している。 

原告らが営利を目的としてＡ株式を継続的に売買していたことは、前記前提事実(1)ア

のとおりであって、原告らのＡ株式の譲渡から生じる所得は、譲渡所得や一時所得には該

当せず、その他の雑所得以外の所得に該当すると認めるような事情もないから、雑所得に

当たるものと解される（法３５条１項）。そうすると、その所得金額は、総収入金額から

必要経費を控除して算定されることとなるから（同条２項２号）、本件損害賠償金が補て

んした取得時差額に相当する損害が、原告らの雑所得に係る必要経費に算入されるもので

あれば、本件損害賠償金は令３０条柱書き括弧書きに該当することになる。 

上記のとおり、被告は、それが必要経費に算入されると主張するが、その根拠は、本件

損害賠償金がＡ株式の「取得費」を補てんするものであり、当該「取得費」が原告らのＡ

株式の譲渡による雑所得の金額の計算上、必要経費に算入されるものであるという点にあ

る。しかし、被告が主張する「取得費」とは、その用語の通常の意味及び被告の主張から

して、原告らがＡ株式の取得に実際に要した費用を意味するものと解されるものの、所得

税法には、雑所得に関して、被告が主張する「取得費」の意義やこれが必要経費に含まれ

ること及びその含まれる範囲を明らかにする規定はない。したがって、本件損害賠償金が

令３０条柱書き括弧書きに規定する「必要経費に算入される金額を補てんするための金額」

に当たるか否かは、直接、「必要経費」の意義やその範囲に関する所得税法の規定に即し

て検討するよりほかはない。 

(イ) そこで検討すると、法３７条１項によれば、「必要経費」とは、「別段の定め」がある

ものを除き、「収入金額を得るため直接要した費用」をいうところ、原告らがＡ株式の取

得に実際に要した費用は、収入金額を得るため直接要した費用たり得るものとは解される。

ところで、別段の定めである法５１条４項は、「雑所得を生ずべき業務の用に供され又は

これらの所得の基因となる資産」の損失の金額で、損害賠償金により補てんされる部分の

金額は、その損失の生じた日の属する年分の雑所得の金額の計算上、必要経費に算入しな

い旨を定めるところ（同項２つ目の括弧書き）、Ａ株式が原告らの「雑所得を生ずべき業

務の用に供され又はこれらの所得の基因となる資産」に当たることは明らかである。そし

て、本件損害賠償金が補てんした取得時差額に相当する損害は、前記(1)ウで説示したと

おり、失われたＡ株式の価値に係る損失であり、それが本件損害賠償金により補てんされ

る以上、別段の定めである法５１条４項により、その損害が発生した本件公表の日の属す

る平成１８年分の雑所得の金額の計算上、必要経費には算入されないものとなると解され

る。 

(ウ) 原告らがＡ株式の取得に実際に要した費用のうち、本件損害賠償金により補てんされ

た取得時差額に相当する損害が必要経費に算入されないと解することは、法３７条１項が

必要経費を控除することとした本来の趣旨にも合致する。すなわち、課税所得の計算上必

要経費の控除を認めることは、所得の源泉となる収入金額のうち投下資本の回収部分に課

税が及ぶことを避ける趣旨と解されるが、原告らがＡ株式の取得に実際に要した金額のう

ち、本件虚偽記載がなければ支払う必要のなかった取得時差額に相当する部分は、本件公

表後のＡの譲渡による収入金額には寄与しておらず、その収入金額によって回収されたも
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のでもなく、単に、譲渡以前に失われたＡ株式の価値を本件損害賠償金によって回収した

にすぎないものであるからである。 

また、以上の理解は、令３０条柱書き括弧書きの趣旨にも合致する。すなわち、同括弧

書きは、非課税所得の中に、各種所得の金額の計算上必要経費として算入される金額を補

てんするための金額が含まれている場合に、当該金額が必要経費として控除されるととも

に非課税として控除されることにより二重の控除がされることを防ぐ趣旨に出たものと

解されるが、法５１条４項の２つ目の括弧書きの損害賠償金が非課税所得であることは明

らかであり、同項は、「雑所得を生ずべき業務の用に供され又はこれらの所得の基因とな

る資産」の損失について受ける損害賠償金について、必要経費に含めた上で令３０条柱書

き括弧書きにより損害賠償金に課税するのではなく、法５１条４項において先に必要経費

の方から除くことによって、二重の控除を回避していると解されるからである。 

(エ) 以上のとおり、「必要経費」の意義及び範囲に関する所得税法の規定に即して検討す

れば、本件損害賠償金によって補てんされる部分の金額は、法３７条１項の「別段の定め」

である法５１条４項（２つ目の括弧書き）に基づき、必要経費から除かれることになるか

ら、本件損害賠償金は、「必要経費に算入される金額を補てんするための金額」（令３０条

柱書き括弧書き）に該当するものではない。 

ウ 平成１８年分の申告との関係について 

(ア) 法５１条４項により取得時差額が必要経費から除かれる場合、原告らのＡ株式の譲渡

による収入からは、原告らがＡ株式の取得の際に実際に要した費用から本件損害賠償金を

控除した金額が、必要経費として控除されることになるところ、①原告らがＡ株式を譲渡

した年に本件損害賠償金を受けた場合や、②原告らが本件損害賠償金を受けた後の年にＡ

株式を譲渡した場合には、Ａ株式の取得に実際に要した費用のうち取得時差額に相当する

部分が本件損害賠償金によって回収される時期が譲渡収入を生じた年（上記①）又はそれ

以前の年（上記②）となるため、譲渡収入を生じた年分の課税所得の計算では、譲渡収入

を得るために直接要した費用（必要経費）として、これを控除した後の金額が残ることに

なって、必要経費との関係でも、特段の問題は生じないものと解される。 

これに対し、本件では、原告らは、Ａ株式の譲渡収入が生じた平成１８年に本件損害賠

償金を受けておらず、同年分の本件各確定申告において、Ａ株式の取得に実際に要した費

用の全額を必要経費に計上したことがうかがわれる。しかし、本件損害賠償金により補て

んされたＡ株式の損失が、法５１条４項により、原告らの平成１８年分の譲渡所得の計算

上必要経費に算入されないと解されることは、これまで説示したとおりであって、原告ら

が過去に上記のような申告をしたとしても、そのことから、本件損害賠償金により補てん

される金額が必要経費に算入されると解する理由になるとは思われない。 

(イ) この点について、被告は、いったん申告された「取得費」を後から否認する根拠はな

いと主張するが、所得税法に、雑所得について、被告が主張する「取得費」の意義等につ

いての規定がないことは、前記説示のとおりである上、所得税の確定申告後に、確定申告

時に前提とされていた事実関係とは異なる事実関係が生じることは、通常あり得ることで

あり（国税通則法２３条参照）、法５１条４項により必要経費に算入された損失に係る金

額につき、後になって損害賠償金を得た場合、遡って損失が生じた年分の必要経費の金額

を修正することは、同項が当然に予定していると解される。 
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被告は、実際に必要経費として申告された取得費を事後になって否認しようとするとき、

損害賠償金が、譲渡収入を減算させた損害額を補てんするものであるのか、翌年以降に繰

り越された損害額を補てんするものであるのかが判断できないという不都合が生じ得る

とも主張するが、本件損害賠償金は、法５１条４項に基づき、その全額が、原告らの平成

１８年分の雑所得の計算上必要経費から控除されるのであり、繰越損失を翌年以後の所得

の計算において株式譲渡にかかる所得金額から控除していた場合には、その分も併せて修

正すれば足りるものと解され（原告らの主張によれば、本件各修正申告における翌年以降

に繰り越される上場株式等に係る譲渡損失の金額の平成１８年分の減算（前記前提事実

(3)イ）は、そのようなものであったことがうかがわれる。）、被告が主張する不都合が生

じるとも認められない。 

仮に被告の主張によるとすれば、本件損害賠償金は、本来は非課税所得として原告らに

担税力のある利得をもたらすものではなく（前記ア）、原告らのＡ株式の譲渡による収入

金額に寄与したわけでも、その収入金額によって回収されたわけでもなく（前記イ(エ)）、

①原告らがＡ株式を譲渡した年に本件損害賠償金を収受した場合や、②原告らが本件損害

賠償金を受けた後の年に本件Ａ株式を譲渡した場合には、これに課税されることはなかっ

たと解される（前記(ア)）のに、原告らが本件損害賠償金を受けたのがＡ株式を譲渡した

平成１８年より後の年であり、原告らが、過去の年分の確定申告でこれを「取得費」とし

て必要経費に算入していたというのみで、令３０条柱書き括弧書きに当たるものとして、

原告らは課税を免れないことになる。しかし、前記のとおり、一方で、所得税法に雑所得

について被告が主張する「取得費」の意義等についての規定がなく、他方で、法５１条４

項があるのに、過去の確定申告の是正を一切許さないとする合理的な根拠は見出し難い。 

この点について、被告は、権利確定主義の下で、本件損害賠償金に対する課税が問題と

なるのが平成２１年分であるとも主張するが、本件では、権利確定主義の下で平成２１年

に損害賠償金を収入すべき権利が確定したことから、過去の課税関係の修正が問題とされ

ているのであって、権利確定主義から直ちにその修正が許されないと解する根拠も見当た

らない。なお、被告は、本件損害賠償金が、法５１条４項の２つ目の括弧書きにいう「資

産の譲渡により又はこれに関連して生じたもの」に当たり、これについては同項の適用が

ないと解しているものともうかがわれるが（乙３・１４頁）、本件損害賠償金が補てんし

た損害が、Ａ株式の譲渡を待たずに発生する損害であることは、これまで説示したとおり

であって、取得時差額に相当する損害が「資産の譲渡により又はこれに関連して生じたも

の」に当たるものとも認められない。 

エ まとめ 

以上のとおり、本件損害賠償金が、Ａ株式の「取得費」を補てんするものであり、原告ら

の雑所得の計算上必要経費に算入される金額を補てんするものであるとの被告の主張は、所

得税法上の根拠を見出せず、採用できない。そして、他に、本件損害賠償金が原告らの各種

所得の計算上必要経費に算入される根拠となる事情は見当たらない。 

２ 争点１②について 

(1) 被告は、本件損害賠償金が株式が損害を受けたことにより取得した損害賠償金であるとし

た上、これはＡ株式を売却した場合の収入に代わって得られるものであるとして、令９４条１

項柱書きに当たると主張する 
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前記１(2)のとおり、本件損害賠償金は、虚偽記載という違法行為がなかったとしたならば

得られたであろう収益を補てんするものではなく、虚偽記載の公表によって失われたＡ株式の

価値、すなわち資産に加えられた損失を回復させるものであるから、「収入金額に代わる性質

を有するもの」（令９４条１項柱書き）とはいえない。 

(2) したがって、争点１②に関するその余の点について検討するまでもなく、本件損害賠償金

は令９４条１項１号に定める非課税所得の除外事由には該当しない。 

３ 争点２について 

(1) 本件遅延損害金は、本件損害賠償金及び本件弁護士費用賠償金に対する法定利率の割合に

よる履行遅滞に基づく損害賠償金であるところ、このような遅延賠償は、元金の性質いかんに

かかわらず元金の使用によって得られたであろう利益の喪失を補てんするものであるから、不

法行為その他突発的な事故により資産に加えられた損害に基因して取得した損害賠償金とは

いえない。したがって、法９条１項１６号に定める非課税所得には該当しない。 

(2) これに対し、原告らは、不法行為による損害賠償金の支払の遅滞は、貸金等の履行遅滞と

は異なり、運用益を生むものではなく、それ自体新たな不法行為として、新たな損害を発生さ

せ続けるものであると主張する。 

しかしながら、金銭債務の不履行につき、その損害賠償の額を法定利率による旨定めた民法

４１９条１項前段は、その対象とする金銭債務の種類について何ら制限していないから、旧証

取法２１条の２に基づく損害賠償債務あるいは不法行為に基づく損害賠償債務に対する遅延

損害金の性質について、他の金銭債務に対する遅延損害金と異なると解することはできないし、

金銭債務の不履行のうち、不法行為に基づく損害賠償債務の不履行に限って、それ自体を新た

な不法行為と捉えるべき根拠もない。 

したがって、原告らの主張は採用できない。 

４ 争点３について 

(1) 被告は、本件損害賠償金が非課税所得であり、本件遅延損害金が課税所得である場合、本

件弁護士費用実費のうち、課税所得である本件遅延損害金を得るために要した費用に相当する

部分については、弁護士費用をかけずに得られた収入であるとはいえないし、弁護士の役務提

供と因果関係や対価関係がないともいえないから、本件弁護士費用賠償金のうち本件遅延損害

金に対応する部分は令３０条柱書き括弧書きに当たると主張する。 

(2) 前記前提事実(2)イのとおり、本件弁護士費用賠償金は、別件事件判決が、原告らに生じた

弁護士費用のうち、本件損害賠償金の５％相当額を相当因果関係のある損害と認めたものであ

るところ、不法行為と相当因果関係に立つ弁護士費用の賠償義務は、当該不法行為の時に、一

個の損害賠償債務の一部を構成するものとして発生し、事案の難易、請求額等諸般の事情を考

慮して、かつ、支払時までに生じ得る中間利息を含まないものとして算定されるものであって

（最高裁昭和４４年２月２７日第一小法廷判決・民集２３巻２号４４１頁、同昭和５８年９月

６日第三小法廷判決・民集３７巻７号９０１頁参照）、その金額は、いわば本件虚偽記載によ

る損害額そのものである。そして、これに対して、時間の経過によって不法行為時からの遅延

損害金が生じる関係にあるものである。 

上記のような本件弁護士費用賠償金は、原告らが本件損害賠償金を得るために弁護士費用と

して通常支出しなければならない金銭という損害を補てんするものというべきであり、これら

の合計額を元本として時間の経過に伴い付されることになる遅延損害金が課税の対象となる
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としても、その元本自体の中にその後の遅延損害金を得るための部分が含まれているとは解し

難いものである。 

また、本件弁護士費用賠償金は、本件弁護士費用実費のうち、不法行為と相当因果関係のあ

る部分を補てんするものであるところ、本件においては、本件弁護士費用実費を負担し、支出

した原告ら自身が、遅延損害金は時間の経過と法定利率によって発生するものであり、これに

対する必要経費は存在しないと主張している。 

以上によれば、本件弁護士費用賠償金の中に、本件遅延損害金を得るために直接要した費用

（法３７条１項）が含まれていたと認めることはできないから、これが「各種所得の金額の計

算上必要経費に算入される金額を補てんするための金額」に当たるとはいえず、令３０条柱書

き括弧書きは適用されない。 

(3) したがって、本件弁護士費用賠償金は、その全てが令３０条柱書き括弧書きに定める非課

税所得の除外事由に該当しない。 

５ 本件各更正処分及び本件各加算税賦課決定処分の適法性について 

(1) 以上のとおり、本件損害賠償金及び本件弁護士費用賠償金は非課税所得である。 

これに対し、本件遅延損害金は非課税所得に該当せず、雑所得以外の所得のいずれにも該当

しないから、雑所得の金額の計算上収入金額とすべき金額であり、課税年分については、原告

らが本件遅延損害金を得る権利が確定したのが平成２１年７月の本件和解合意によってであ

ることから、平成２１年分とするのが相当である。 

(2) 弁論の全趣旨によると、原告らには、平成２１年分の雑所得の金額として、本件遅延損害

金のほかに貸付利息として、別表４中「更正請求」欄の「雑（その他）所得の金額」欄記載の

各雑所得の金額があったことが認められ、その各金額に、原告らがそれぞれ取得した本件遅延

損害金を加えた金額は、別表４中「裁判所認定額」欄の「雑（その他）所得の金額」記載のと

おりとなる。 

次に、必要経費については、前記のとおり、原告ら自身が本件遅延損害金に対する必要経費

は存在しないと認めており、他に雑所得に係る収入金額を得るために原告らが直接要した費用

を認めるに足りる証拠はない。 

そうすると、原告らの平成２１年分の雑（その他）所得の金額は、貸付金利息（原告らが更

正請求において雑所得の金額として申し立てたもの）に、本件遅延損害金を加えた金額である

と認められる。 

(3)ア 原告らのその余の所得の金額は、証拠（乙１１、１２）及び弁論の全趣旨により、それ

ぞれ別表４中「裁判所認定額」欄記載のとおりと認められ、これによれば、平成２１年分に

おける原告らの総所得金額は、原告甲について、４２８９万１２１５円、原告乙について、

７７１万４３０４円となる。これらの金額から所得控除の金額を控除して法８９条１項の規

定による税率を乗じて計算すると、原告らの所得税額は、別表４中「裁判所認定額」欄の「課

税総所得金額に対する税額」欄記載のとおりとなり、これから、証拠（乙１１、１２）及び

弁論の全趣旨により認められる源泉徴収額及び予定納税額を控除して計算すると、原告らの

納付すべき所得税額は、原告甲について、９２１万２３００円であり、原告乙について、１

００万６４００円である。 

イ また、証拠（乙１１、１２)によれば、原告らは本件各修正申告において、それぞれ納付

すべき所得税額として別表４中「修正申告」欄の「納付すべき税額」欄記載の金額を申告し
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たと認められ、これらを上記アの納付すべき所得税額から控除した金額（ただし、国税通則

法１１８条３項により１万円未満の端数を切り捨てたもの）に１００分の１０を乗じた額は、

原告甲については１３万１０００円、原告乙については１万９０００円であり、これらが賦

課決定すべき過少申告加算税の金額となる（なお、同法６５条２項が規定する加重の過少申

告加算税は生じない。）。 

第４ 結論 

よって、原告甲の請求のうち、処分行政庁が平成２２年６月２４日付けで原告甲に対してした平

成２１年分所得税の更正のうち、総所得金額４２８９万１２１５円、納付すべき所得税額９２１万

２３００円を超える部分の取消請求及び過少申告加算税賦課決定のうち１３万１０００円を超え

る部分の取消請求にはいずれも理由があるから、その限度でこれらを認容することとし、原告乙の

請求のうち、処分行政庁が平成２２年６月２４日付けで原告乙に対してした平成２１年分所得税の

更正のうち、総所得金額７７１万４３０４円、納付すべき所得税額１００万６４００円を超える部

分の取消請求及び過少申告加算税賦課決定のうち１万９０００円を超える部分の取消請求にはい

ずれも理由があるから、その限度でこれらを認容することとして、主文のとおり判決する。 

 

神戸地方裁判所第２民事部 

裁判長裁判官 東 亜由美 

   裁判官 遠藤 浩太郎 

   裁判官 和田山 弘剛 
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（別紙１) 

当事者目録 

 

原告           甲 

原告           乙 

上記両名訴訟代理人弁護士 山名 隆男 

同            山本 洋一郎 

同            藤井 宣行 

同            三木 笑 

同            菅野 直樹 

同            嶋津 保 

同            松田 めぐみ 

同            北谷 裕惠 

同            守田 文美 

同            中村 和浩 

同            長谷川 正明 

被告           国 

同代表者法務大臣     谷垣 禎一 

処分行政庁        洲本税務署長 

             小林 義治 

同指定代理人       栗原 圭 

同            吉田 崇 

同            徳山 健一 

同            喜多 祐二 

同            黒武者 昭人 

同            熊谷 武 

同            川本 吉秀 

同            安藤 淑恵 
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（別紙２） 

関 係 法 令 

１ 法の定め 

２条１項 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

１６号 棚卸資産 事業所得を生ずべき事業に係る商品、製品、半製品、仕掛品、原材料そ

の他の資産（有価証券及び山林を除く。）で棚卸しをすべきものとして政令で定めるもの

をいう。 

７条１項 所得税は、次の各号に掲げる者の区分に応じ当該各号に定める所得について課する。 

１号 非永住者以外の居住者 すべての所得 

９条１項 次に掲げる所得については、所得税を課さない。 

１６号 損害保険契約に基づき支払を受ける保険金及び損害賠償金（これらに類するものを

含む。）で、心身に加えられた損害又は突発的な事故により資産に加えられた損害に基因

して取得するものその他の政令で定めるもの 

３３条２項 次に掲げる所得は、譲渡所得に含まれないものとする。 

１号 たな卸資産（これに準ずる資産として政令で定めるものを含む。）の譲渡その他営利

を目的として継続的に行われる資産の譲渡による所得 

３５条１項 雑所得とは、利子所得、配当所得、不動産所得、事業所得、給与所得、退職所得、

山林所得、譲渡所得及び一時所得のいずれにも該当しない所得をいう。 

２項 雑所得の金額は、次の各号に掲げる金額の合計額とする。 

１号 その年中の公的年金等の収入金額から公的年金等控除額を控除した残額 

２号 その年中の雑所得（公的年金等に係るものを除く。）に係る総収入金額から必要経

費を控除した金額 

３７条１項 その年分の不動産所得の金額、事業所得の金額又は雑所得の金額（事業所得の金

額及び雑所得の金額のうち山林の伐採又は譲渡に係るもの並びに雑所得の金額のうち法

３５条３項（公的年金等の定義）に規定する公的年金等に係るものを除く。）の計算上必

要経費に算入すべき金額は、別段の定めがあるものを除き、これらの所得の総収入金額に

係る売上原価その他当該総収入金額を得るため直接に要した費用の額及びその年におけ

る販売費、一般管理費その他これらの所得を生ずべき業務について生じた費用（償却費以

外の費用でその年において債務の確定しないものを除く。）の額とする。 

５１条１項 居住者の営む不動産所得、事業所得又は山林所得を生ずべき事業の用に供される

固定資産その他これに準ずる資産で政令で定めるものについて、取りこわし、除却、滅失

（当該資産の損壊による価値の減少を含む。）その他の事由により生じた損失の金額（保

険金、損害賠償金その他これらに類するものにより補てんされる部分の金額及び資産の譲

渡により又はこれに関連して生じたものを除く。）は、その者のその損失の生じた日の属

する年分の不動産所得の金額、事業所得の金額又は山林所得の金額の計算上、必要経費に

算入する。 

４項 居住者の不動産所得若しくは雑所得を生ずべき業務の用に供され又はこれらの所

得の基因となる資産（山林及び法６２条１項（生活に通常必要でない資産の災害による損

失）に規定する資産を除く。）の損失の金額（保険金、損害賠償金その他これらに類する
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ものにより補てんされる部分の金額、資産の譲渡により又はこれに関連して生じたもの及

び１項若しくは２項又は法７２条１項（雑損控除）に規定するものを除く。）は、それぞ

れ、その者のその損失の生じた日の属する年分の不動産所得の金額又は雑所得の金額（こ

の項の規定を適用しないで計算したこれらの所得の金額とする。）を限度として、当該年

分の不動産所得の金額又は雑所得の金額の計算上、必要経費に算入する。 

２ 令の定め 

３条 法２条第１項第１６号に規定する政令で定める資産は、次に掲げる資産とする。 

１号 商品又は製品（副産物及び作業くずを含む。） 

７号 前各号に掲げる資産に準ずるもの 

３０条 法９条第１項第１６号（非課税所得）に規定する政令で定める保険金及び損害賠償金

（これらに類するものを含む。）は、次に掲げるものその他これらに類するもの（これら

のものの額のうちに同号の損害を受けた者の各種所得の金額の計算上必要経費に算入さ

れる金額を補てんするための金額が含まれている場合には、当該金額を控除した金額に相

当する部分）とする。 

１号 損害保険契約に基づく保険金及び生命保険契約に基づく給付金で、身体の傷害に基因

して支払を受けるもの並びに心身に加えられた損害につき支払を受ける慰謝料その他の

損害賠償金（その損害に基因して勤務又は業務に従事することができなかったことによる

給与又は収益の補償として受けるものを含む。） 

２号 損害保険契約に基づく保険金及び当該契約に準ずる共済に係る契約に基づく共済金

（前号に該当するもの及び令１８４条４項（満期返戻金等の意義）に規定する満期返戻金

等その他これに類するものを除く。）で資産の損害に基因して支払を受けるもの並びに不

法行為その他突発的な事故により資産に加えられた損害につき支払を受ける損害賠償金

（これらのうち令９４条（事業所得の収入金額とされる保険金等）の規定に該当するもの

を除く。） 

８１条 法３３条第２項第１号（譲渡所得に含まれない所得）に規定する政令で定めるものは、

次に掲げる資産とする。 

１号 不動産所得、山林所得又は雑所得を生ずべき業務に係る令３条各号（たな卸資産の範

囲）に掲げる資産に準ずる資産 

９４条１項 不動産所得、事業所得、山林所得又は雑所得を生ずべき業務を行う居住者が受け

る次に掲げるもので、その業務の遂行により生ずべきこれらの所得に係る収入金額に代わ

る性質を有するものは、これらの所得に係る収入金額とする。 

１号 当該業務に係るたな卸資産（令８１条各号（譲渡所得の基因とされないたな卸資産に

準ずる資産）に掲げる資産を含む。）、山林、工業所有権その他の技術に関する権利、特別

の技術による生産方式若しくはこれらに準ずるもの又は著作権（括弧内省略）につき損失

を受けたことにより取得する保険金、損害賠償金、見舞金その他これらに類するもの（括

弧内省略） 

２号 当該業務の全部又は一部の休止、転換又は廃止その他の事由により当該業務の収益の

補償として取得する補償金その他これに類するもの 

３ 旧証取法の定め 

１９条 
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１項 前条の規定により賠償の責めに任ずべき額は、請求権者が当該有価証券の取得につい

て支払った額から次の各号の一に掲げる額を控除した額とする。 

１号 前条の規定により損害賠償を請求する時における市場価格（市場価額がないときは、

その時における処分推定価額） 

２号 前号の時前に当該有価証券を処分した場合においては、その処分価額 

２１条の２ 

１項 旧証取法２５条１項各号に掲げる書類（以下この条において「書類」という。）のう

ちに、重要な事項について虚偽の記載があり、又は記載すべき重要な事項若しくは誤解を

生じさせないために必要な重要な事実の記載が欠けているときは、当該書類の提出者は、

当該書類が同項の規定により公衆の縦覧に供されている間に当該書類（同項８号に掲げる

書類を除く。）の提出者又は当該書類（同号に掲げる書類に限る。）の提出者を親会社等（括

弧内省略）とする者が発行者である有価証券を募集又は売出しによらないで取得した者に

対し、旧証取法１９条１項の規定の例により算出した額を超えない限度において、記載が

虚偽であり、又は欠けていること（以下この条において「虚偽記載等」という。）により

生じた損害を賠償する責めに任ずる。ただし、当該有価証券を取得した者がその取得の際

虚偽記載等を知っていたときは、この限りでない。 

２項 前項本文の場合において、当該書類の虚偽記載等の事実の公表がされたときは、当該

虚偽記載等の事実の公表がされた日（以下この項において「公表日」という。）前一年以

内に当該有価証券を取得し、当該公表日において引き続き当該有価証券を所有する者は、

当該公表日前一月間の当該有価証券の市場価額（市場価額がないときは、処分推定価額。

以下この項において同じ。）の平均額から当該公表日後一月間の当該有価証券の市場価額

の平均額を控除した額を、当該書類の虚偽記載等により生じた損害の額とすることができ

る。 

３項 前項の「虚偽記載等の事実の公表」とは、当該書類の提出者又は当該提出者の業務若

しくは財産に関し法令に基づく権限を有する者により、当該書類の虚偽記載等に係る記載

すべき重要な事項又は誤解を生じさせないために必要な重要な事実について、旧証取法２

５条１項の規定による公衆の縦覧その他の手段により、多数の者の知り得る状態に置く措

置がとられたことをいう。 

４項 ２項の場合において、その賠償の責めに任ずべき者は、その請求権者が受けた損害の

額の全部又は一部が、当該書類の虚偽記載等によって生ずべき当該有価証券の値下り以外

の事情により生じたことを証明したときは、その全部又は一部については、賠償の責めに

任じない。 

５項 前項の場合を除くほか、２項の場合において、その請求権者が受けた損害の全部又は

一部が、当該書類の虚偽記載等によって生ずべき当該有価証券の値下り以外の事情により

生じたことが認められ、かつ、当該事情により生じた損害の性質上その額を証明すること

が極めて困難であるときは、裁判所は、口頭弁論の全趣旨及び証拠調べの結果に基づき、

賠償の責めに任じない損害の額として相当な額の認定をすることができる。 

以上 
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（別紙３) 

本件損害賠償金等 

１ 原告甲 

(1) 本件損害賠償金         １億２００１万７７０５円 

（内訳）124,338,800(200 円×621,694 株)－4,321,095 円(丙和解金) 

(2) 本件弁護士費用賠償金         ６００万０８８５円 

（内訳）120,017,705(本件損害賠償金)×５％ 

(3) 本件遅延損害金           １９８８万６７７０円 

（内訳）(120,017,705＋6,000,885)×５％×1152/365 

(4) 本件弁護士費用実費         ２４１２万９３６２円 

 

２ 原告乙 

(1) 本件損害賠償金           ３４５７万５５３５円 

（内訳）35,823,800(200 円×179,119 株)－1,248,265 円(丙和解金) 

(2) 本件弁護士費用賠償金         １７２万８７７６円 

（内訳）34,575,535(本件損害賠償金)×５％ 

(3) 本件遅延損害金            ５７２万９１１９円 

（内訳）(34,575,535＋1,248,265)×５％×1152/365 

(4) 本件弁護士費用実費          ７００万６５４８円 

以上 
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別表１－１ 

課 税 の 経 緯（甲） 
(単位：円)

確定申告 修正申告 更正の請求 通知処分 更正処分 異議申立て 異議決定 審査請求 裁　決

番
号

平成22年3月15日 平成22年6月1日 平成22年6月9日 平成22年6月22日 平成22年6月24日 平成22年8月20日 平成22年11月16日 平成22年12月14日 平成23年12月2日

① 39,601,591 39,601,591 23,004,445 95,421,794 23,004,445 23,004,445

事業所得の金額 － 16,117,075 16,117,075 16,117,075 16,117,075 16,117,075 16,117,075

給与所得の金額 － 5,721,000 5,721,000 5,721,000 5,721,000 5,721,000 5,721,000

一時所得の金額 0 0 0 52,530,579 0 0

雑 所 得 の 金 額 － 17,763,516 17,763,516 1,166,370 21,053,140 1,166,370 1,166,370

389,889,408 265,550,608 265,550,608 389,889,408 265,550,608 265,550,608

② 1,335,246 1,335,246 1,335,246 1,335,246 1,335,246 1,335,246

38,266,000 38,266,000 21,669,000 94,086,000 21,669,000 21,669,000

③ 12,510,400 12,510,400 5,871,600 34,838,400 5,871,600 5,871,600

④ 4,485,067 4,485,067 4,485,067 4,485,067 4,485,067 4,485,067

⑤ 128,600 128,600 128,600 128,600 128,600 128,600

7,896,700 7,896,700 1,257,900 30,224,700 1,257,900 1,257,900

－ － － － 2,722,500 0 0

（注）一時所得の金額は、特別控除額を控除した後の金額を２分の１した金額である。

棄
　
　
　
　
　
　
　
　
却

棄
　
　
　
　
　
　
　
　
却

申 告 等 の
年 月 日

総 所 得 金 額

更
正
を
す
べ
き
理
由
が
な
い
旨
の
通
知
処
分

内
　
訳

前 年 か ら 繰 り 越 さ れ

た 株 式 等 に 係 る 譲 渡

損 失 の 金 額

所得から差し引かれる
金 額

課 税 所 得 金 額
（ ① － ② ）

算 出 税 額

源 泉 徴 収
税 額

予 定 納 税 額

申 告 納 税 額
（ ③ － ④ － ⑤ ）

過 少 申 告 加 算 税
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別表１－２ 

課 税 の 経 緯（乙） 
(単位：円)

確定申告 修正申告 更正の請求 通知処分 更正処分 異議申立て 異議決定 審査請求 裁　決

番
号

平成22年3月15日 平成22年6月1日 平成22年6月9日 平成22年6月22日 平成22年6月24日 平成22年8月20日 平成22年11月16日 平成22年12月14日 平成23年12月2日

① 6,760,650 6,760,650 1,985,185 22,643,198 1,985,185 1,985,185

事業所得の金額 － 1,402,000 1,402,000 1,402,000 1,402,000 1,402,000 1,402,000

一時所得の金額 0 0 0 14,928,894 0 0

雑 所 得 の 金 額 － 5,358,650 5,358,650 583,185 6,312,304 583,185 583,185

111,316,326 75,492,526 75,492,526 111,316,326 75,492,526 75,492,526

② 485,688 485,688 485,688 485,688 485,688 485,688

6,274,000 6,274,000 1,499,000 22,157,000 1,499,000 1,499,000

③ 827,300 827,300 74,950 6,066,800 74,950 74,950

④ 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000

807,300 807,300 54,900 6,046,800 54,900 54,900

－ － － － 743,500 0 0

（注）一時所得の金額は、特別控除額を控除した後の金額を２分の１した金額である。

申 告 等 の
年 月 日

総 所 得 金 額

区分
　項目

更
正
を
す
べ
き
理
由
が
な
い
旨
の
通
知
処
分

棄
　
　
　
　
　
　
　
　
却

棄
　
　
　
　
　
　
　
　
却

前 年 か ら 繰 り 越 さ れ

た 株 式 等 に 係 る 譲 渡 損

失 の 金 額

所得から差し引かれる
金 額

課 税 所 得 金 額
（ ① － ② ）

算 出 税 額

源 泉 徴 収
税 額

申 告 納 税 額
（ ③ － ④ ）

過 少 申 告 加 算 税
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別表２－１及び２－２並びに別表３－１及び３－２ 省略 
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（別表４） 

総所得金額・納付すべき所得税額・過少申告加算税額 

 

原告甲 

項目 修正申告 更正請求 更正 裁決 裁判所認定額

事業所得の金額 16,117,075 16,117,075 16,117,075 16,117,075 16,117,075

不動産所得の金額 0 0 0 0 0

給与所得の金額 5,721,000 5,721,000 5,721,000 5,721,000 5,721,000

雑（公的年金等）所得の金額 0 0 0 0 0

雑（その他）所得の金額 17,763,516 1,166,370 21,053,140 122,942,368 21,053,140

一時所得の金額 0 0 52,530,579 0 0

総所得金額 39,601,591 23,004,445 95,421,794 144,780,443 42,891,215

所得控除の金額 1,335,246 1,335,246 1,335,246 1,335,246 1,335,246

課税総所得金額 38,266,000 21,669,000 94,086,000 143,445,000 41,555,000

課税総所得金額に対する税額 12,510,400 5,871,600 34,838,400 54,582,000 13,826,000

源泉徴収税額 4,485,067 4,485,067 4,485,067 4,485,067 4,485,067

予定納税額 128,600 128,600 128,600 128,600 128,600

納付すべき税額 7,896,700 1,257,900 30,224,700 49,968,300 9,212,300

国税通則法６５条１項による金額 2,232,000 4,207,000 131,000

国税通則法６５条２項による金額 490,500 1,478,000 －

 

原告乙 

項目 修正申告 更正請求 更正 裁決 裁判所認定額

事業所得の金額 0 0 0 0 0

不動産所得の金額 0 0 0 0 0

給与所得の金額 1,402,000 1,402,000 1,402,000 1,402,000 1,402,000

雑（公的年金等）所得の金額 0 0 0 0 0

雑（その他）所得の金額 5,358,650 583,185 6,312,304 35,610,067 6,312,304

一時所得の金額 0 0 14,928,894 0 0

総所得金額 6,760,650 1,985,185 22,643,198 37,012,067 7,714,304

所得控除の金額 485,688 485,688 485,688 485,688 485,688

課税総所得金額 6,274,000 1,499,000 22,157,000 36,526,000 7,228,000

課税総所得金額に対する税額 827,300 74,950 6,066,800 11,814,400 1,026,440

源泉徴収税額 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000

予定納税額 0 0 0 0 0

納付すべき税額 807,300 54,900 6,046,800 11,794,400 1,006,400

国税通則法６５条１項による金額 523,000 1,098,000 19,000

国税通則法６５条２項による金額 220,500 507,500 －

 


